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１．調査目的 

  民間企業で働く女性・男性の姿を把握するとともに、企業の経営者・責任者の方

たちが、職場における男女平等参画についてどのような意識を持っているかを調査

する。 

 

 
２．調査内容 

（１） 従業員の募集・採用・就業状況等について 

（２） 従業員の活用（期待する資質・能力等）について 

（３） 育児・介護に関する制度について 

（４） 再就職雇用制度について 

（５） 雇用機会均等法について 

（６） パート・派遣社員の雇用状況について 

（７） セクシュアル・ハラスメントに関しての状況について 

（８） 職場における男女平等参画についての意見（自由） 

 
 
３．調査期間 

  平成 20年８月 18 日～８月 31 日 

 
 
４．調査対象 

   釧路市に立地する企業で、釧路商工会議所名簿より、従業員 30名以上の事業所 

   600 社を抽出（一部市外立地のため 591 社に郵送） 

   ※30 名以上の事業所を対象としたが、結果として市内における従業員数が 30 名以

下の事業所が半数以上あったことから、回答のあったすべての事業所を集計に加え

た。 

 
 
５．調査方法 

  郵送によるアンケート 

 
 
６．回収状況 

   
郵送調査数   有効回収数   有効回収率 

591 件 225 件 38.1 ％ 
 

調査の概要 
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2 

（回答数＝２２５）

ある 

５３件 

（23.6%） 

ない 

１７０件 

（75.6%） 

無回答 

２件 

（0.8%） 
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      （回答数=２２５）
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製
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輸
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気
・
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ス
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熱
供
給
・
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道
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卸
売
・
小
売
・ 

飲
食
店 

金
融
・
保
険
業 

不
動
産
業 

サ
ー
ビ
ス
業 

そ
の
他 

無
回
答 

§１ 回答企業の概要 

   （1）業種別 

   （2）労働組合の有無 

件 
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3 

女性：1,497 人

（20.7%） 

男性：5,749 人

（79.3%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

一事業所平均従業員数     32.8人 
一事業所平均女性従業員数  6.8人 
一事業所平均男性従業員数 26.0人 

   （3）従業員規模 

   （4）従業員総数 

§1 回答企業の概要 

(ア)正規従業員の男女

別総数と割合 

6

12

66

34

42

36

19

2

4

4

0 10 20 30 40 50 60 70

1～4人

5～9人

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100～199人

200～299人

300人以上

無回答

（回答数＝225） 

（回答数＝221） 

件 

男女別 
総 数 

7,246人 
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5 年未満 

679 人（45.4%） 

15 年以上 

458 人（30.6%） 

女性：2,510 人

（69.2%） 

男性：110 件 

1,117 人（30.8%） 

15 年以上 

2,993 人（52.1%） 

5 年未満 

1,076 人（18.7%） 

5～15 年未満 

360 人（24.0%） 

5～15 年未満 

1,680 人（29.2%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ※一事業所あたりの従業員数が、前回（平成１４年）調査時（注）は、正規では 
      平均従業員数（正規 51.5人、非正規 52.0人）、平均女性従業員数（正規 13.5人、 
      非正規 36.9人）、平均男性従業員数（正規 38.0人、非正規 15.1人）であったの 
      に対し、今回調査では減少が顕著に見られた。 
     
    （注）以降、前回調査とする。 

【女性】 

【男性】 

一事業所平均従業員数     23.1人 
一事業所平均女性従業員数 16.0人 
一事業所平均男性従業員数  7.1人 

§1 回答企業の概要 

(ウ)正規従業員の勤続

年数・男女別割合 

(イ)パート・嘱託・派遣社員

等の男女別総数と割合 （回答数＝157） 

男女別 
総 数 

3,627人 
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  平成２０年 
 
  女性 男性 合計 

  人数（人） 割合 人数（人） 割合 人数（人） 割合 

正規従業員総数 1,497 20.7% 5,749 79.3% 7,246 100% 

総数に占める役職割合 144 9.6% 1,790 31.1% 1,934 26.7% 

部長相当以上 41 8.0% 470 92.0% 511 100% 

課長相当 37 4.9% 715 95.1% 752 100% 

係長相当 66 9.8% 605 90.2% 671 100% 

役職者合計 男女比 144 7.4% 1,790 92.6% 1,934 100% 

 
 
  平成１４年 
  
  女性 男性 合計 

 人数（人） 割合 人数（人） 割合 人数（人） 割合 

正規従業員総数 3,167 26.2% 8,940 73.8% 12,107 100% 

総数に占める役職割合 151 4.8% 1,903 21.3% 2,054 17.0% 

部長相当以上 24 4.5% 510 95.5% 534 100% 

課長相当 62 7.5% 768 92.5% 830 100% 

係長相当 65 9.4% 625 90.4% 690 100% 

役職者合計 男女比 151 7.4% 1,903 92.6% 2,054 100% 

 
   ※総数に占める役職割合では、前回調査より総数の減少により女性の割合が上昇した 
    ように見える。しかし、各役職における男女比は、前回調査時の割合とほぼ変化は 
    見られなかった。 
 
 

   （5）係長以上の役職者数 

§1 回答企業の概要 

(ア)役職者総数と男女

別割合 
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行った 

104 件 

（46.2%） 

行わなかった 
116 件 

（51.6%） 

（回答数=225） 

（回答数=104） 

（回答数=75） 

検討しなかった 
29 件 
（27.9%） 検討した 

75 件 

（72.1%） 

無回答 

2 件 

（3.0%） 

変更しなかった 
12 件 
（16.0%） 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

¶ 平成１１年度に男女雇用機会均等法の改正がありました。これを 

受けて貴社では、募集・採用について検討されましたか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
       ¶ 募集・採用方法を変更しましたか。 
 
 
 
 

 
 

無回答 
5件 

(2.2%） 

§２ 従業員の募集・採用状況 

    問 １ 貴社では、平成１９年度に正規従業員の募

集・採用を行いましたか。 

  問 1-1 ※問 １で「行った」と回答した場合のみ 

  問 1-2 ※問 1-1 で「検討した」と回答した場合のみ 

変更した 
61 件 
（81.3%） 
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1.9

8.4

1.9

13.1

0

7.5

3.7

39.3

51.4

8.9

52.7

11.6

24.1

4.5

18.8

43.8

0

10

20

30

40

50

60

％

20年

14年

ない ある 

＊ただし、労働基準法の
就業制限業務以外 

（複数回答） 

ある 

107 件 

（47.6%） 

（回答数=225） 

ない 

113 件 

（50.2%） 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      ¶ その職種は何ですか。次の中からあてはまるものすべてを選んで下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

§３ 従業員の就労状況 

    問 ２ 貴社では、女性をまったく配置していない 

仕事がありますか。 

  問 2-1 ※問 2 で「ある」と回答した場合のみ 

無回答 5 件（2.2%） 
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配置していない 
140 件 
（62.2%） 

§3 従業員の就労状況 

配置していない 
169 件 
（71.9%） 

 
 

  ¶ 平成11年度から労働基準法が改正され、深夜業や時間外など女 

  性に関する規制が解消されました。貴社では、これを受けて、深 

  夜業など女性を配置していなかった職種や職場へ女性を配置して 

  いますか。 
 
 
（２０年：回答数＝２２５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１４年：回答数＝２３５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  問 2-2 （ふたたび全ての会社に） 

無回答 

1１件 

（4.9%） 
配置している 

74 件 

（32.9%） 

「配置していない」と回答した中で、

理由に「深夜業がない」と記載した

事業所が 61件あった。 

無回答 

16 件 

（6.8%） 

配置している 

50 件 

（21.3%） 
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§3 従業員の就労状況 

予定はない 
133 件 
（95.0%） 

予定はない 
152 件 
（89.9%） 

 
 

 ¶ 今後、深夜業や時間外など女性を配置していなかった職種や職場 
  へ女性を配置する予定はありますか。 

 
 
（２０年：回答数＝１４０） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１４年：回答数＝１６９） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  問 2-3 問 2-2 で「配置していない」と回答した場合のみ 

無回答 

1 件 

（0.7%） 

予定がある 

6 件 

（4.3%） 

無回答 

2 件 

（1.2%） 

予定がある 

15 件 

（8.9%） 
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結婚するまで働い
てほしい 
  ････36件（15.3%） 

出産するまで働いて
ほしい 
  ････41 件（17.4%） 

 

再雇用制度を利用し
て、育児が一段落し
てから再び働いてほ
しい 
 ････11 件（4.7%） 

その他 
･･･22 件（9.4%） 

無回答 
 ････5 件（2.1%） 

    問 ３ 貴社では、女性従業員にいつまで働き続けて

ほしいと思いますか。貴社の考えに最も近いも

のを次の中から１つだけ選んでください。 

§3 従業員の就労状況 

結婚するまで働い
てほしい 
  ････15 件（6.7%） 

出産するまで働いて
ほしい 
  ････24 件 （10.7%） 

 

結婚・出産により退職後、
育児が一段落してから再
び働いてほしい 
      ････16 件（7.1%） 
 

その他 
･･･28 件 
 （12.4%） 

無回答 
 ････9 件（4.0%） 

 
 
 
 
 
（２０年：回答数＝２２５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１４年：回答数＝２３５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

結婚・出産にか
かわらず、ずっと
仕事を継続して
ほしい 
････120 件 
（51.1%） 

定年まで働いて
ほしい 
････133 件 
（59.1%） 
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    問 ４ 貴社では、女性従業員にどのように働くことを

期待していますか。最も期待している働き方を

次の中から１つだけ選んでください。 

§3 従業員の就労状況 

 
 

 
 

 
（２０年：回答数＝２２５） 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１４年：回答数＝２３５） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

基幹社員として
昇進・昇格する 
 ･･60件（26.7%） 
 

専門職として技能を高める 
  ････102件（42.7%） 
 

その他 
･･･10件（4.4%） 
 

無回答 
･･･10件（4.4%） 

補助的業務に
従事する 
 ･･49件 
  （21.8%） 

基幹社員として
昇進・昇格する 
 ･･60件（25.5%） 
 

専門職として技能を高める 
   ････102件（43.4%） 

 

その他 
････15件（6.4%） 

無回答 
 ････6件（2.6%） 

補助的業務に従
事する 
･･･52件（22.1%） 
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    問 ５ 貴社では、男性従業員にいつまで働き続けて

ほしいと思いますか。貴社の考えに最も近いも

のを次の中から１つだけ選んでください。 

§3 従業員の就労状況 

 
 
 
 
 
（２０年：回答数＝２２５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１４年：回答数＝２３５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無回答 
7件（3.0%） 

その他 
6件（2.6%） 

技術・技能を必要
としている間だけ
働いてほしい 
26件（11.1%） 

再雇用制度を利
用して、再び働
いてほしい 

 26件（11.1%） 

体力が続く間
だけ働いてほ
しい 
27件（11.5%）  

定年まで働いてほしい 
 143件（60.7%） 

無回答 
8件（3.6%） 

その他 
1件（0.4%） 

技術・技能を必要
としている間は働
いてほしい 
41（18.2%） 

定年後、再び働
いてほしい 

 18件（8.0%） 

体力が続く間は働
いてほしい 
40件（17.8%）   

定年まで働いてほしい 
 117件（52.0%） 
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    問 ６ 貴社では、男性従業員にどのように働くことを

期待していますか。最も期待している働き方を

次の中から１つだけ選んでください。 

§3 従業員の就労状況 

 
 
 

 
 
（２０年：回答数＝２２５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１４年：回答数＝２３５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基幹社員とし
て昇進・昇格
する125件 

（53.2%） 

専門職として
技能を高める 
97件 

（41.2%） 

補助的業務に
従事する 

 1件（0.4%） 

その他 
6件（2.6%） 

無回答 

6件（2.6%） 

基幹社員と
して昇進・
昇格する 
109件 

（48.4%） 

専門職とし
て技能を高
める 
101件 
（44.9%） 

 

補助的業務に
従事する 

 2件（0.9%） 

その他 
6件（2.7%） 

無回答 

7件（3.1%） 



-  - 14 

    問 ７ 貴社では、従業員に対してどのような資質や

能力を期待していますか。女性と男性それぞれ

各項目ごとにあてはまるものを１つずつ選んでく

ださい。 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

重視している 

あまり重視し
ていない 

どちらともい
えない 

無回答 

重視している 

 

あまり重視し

ていない 

 

どちらともいえ

ない 

 

無回答 

§４ 従業員に期待する資質・
能力 

％ 
100 

 90 
 80 

 70 

 60 
 50 

 40 

 30 

 20 
 10 

  0 

100 

 90 
 80 

 70 
 60 

 50 

 40 
 30 
 20 
 10 
  0 

％ 
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    問 ８ 女性従業員が働く環境について伺います。次

の事柄の実施状況について、貴社ではどのよう

になっていますか。あてはまるものを１つずつ選

んでください。 

§4 従業員に期待する資質・能力 

57

28

128

12

114

15

84

12

64

49

96

16

85

50

76

14

43

48

121

13

73

41

97

14

41

35

135

14

43

26

143

13

0

50

100

150

200

250
件

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後も未定
である 
 

無回答 

今後実施を
考えている 

現在実施し
ている 



-  - 16 

    問 ９ 

214 204

57

89 86

3 6 5

0

50

100

150

200

250

208
199

113
139

62
52

37

82

112
91

1 6 8

0

50

100

150

200

250

 

 
 
 
 
 
         ¶ 貴社において、女性従業員が利用できる制度は何ですか。 
         次のなかからあてはまるものをすべて選んでください。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         ¶ 貴社において、男性従業員が利用できる制度は何ですか。 
         次のなかからあてはまるものをすべて選んでください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

健
康
診
断 

有
給
休
暇
制
度 

生
理
休
暇
制
度 

妊
娠
中
の
通
院

休
暇
制
度 

妊
娠
中
の
通
勤

緩
和
措
置 

妊
娠
障
害
の
あ
る

場
合
の
休
暇
制
度 

育
児
時
間
制
度 

育
児
休
業
制
度 

介
護
休
業
制
度 

企
業
内
託
児
施
設 

そ
の
他 

利
用
で
き
る
制
度

は
な
い 

§５ 育児や介護に関する 
制度等 

  問 9-1 

  問 9-2 

健
康
診
断 

有
給
休
暇
制
度 

育
児
時
間
制
度 

育
児
休
業
制
度 

介
護
休
業
制
度 

企
業
内
託
児
施
設 

そ
の
他 

利
用
で
き
る
制
度

は
な
い 

件 （複数回答） 

件 （複数回答） 
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    問 １０ 貴社では、育児休業制度を就業規則などで

規定していますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

¶ 育児休業期間中に給与の支給はありますか。 
（雇用保険から支給される育児休業給付金は除く） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

01育児休業法に
準拠した就業規
則として定めて
ある ････100件 
  （44.5%） 

02 就業規則や労働
契約、内規などに独
自に定めてある 
    29 件（12.9%） 

03明文化は
していない 
 ････84件 
 （37.3%） 

04 その他 
3 件 
（1.3%） 

無回答 ････9 件（4.0%） 

給与は支給しない 
84 件 
（65.1%） 

給与のほぼ全額を
支給する ････18 件 
       （14.0%） 

給与の一部を支給する 
  ････22 件（17.1%） 

その他 
････2 件 
（1.5%） 

無回答 ････3 件（2.3%） 

  問 10-1 ※問 10 で「01、02」で定めてあると回答した場合のみ 

§5 育児や介護に関する制度等 

（回答数＝225） 

（回答数＝129） 
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¶ 復職後の配置の変更はどのように決めましたか。 

§5 育児や介護に関する制度等 

 
 
         ¶ 貴社では、平成 19年度に育児休業を取得（利用）した人はいま

したか。 

 

  利用した人 

（１） 女性 15 人 

（２） 男性 0 人 

 

 

 
 
 
      ¶ 復職後の配置は同じでしたか。変わりましたか。 
 

 現職に復帰 以前と変わった 

（１） 女性 10 人 2 人 

（２） 男性 0 人 0 人 

 
 
 
 
 
 
 
 

本人の希望を配慮して会社が決定  １人 

会社の都合により決定 １人 

その他 0 人 

 
 
 
 
 
 
 
 

  問 10-2 ※問 10 で「01. 02.定めてある」と回答した場合のみ 

 

  問 10-3 ※問10-2の(1)・(2)のいずれかで「01.いる」と回答した

場合のみ 

  問 10-4 ※問10-3の(1)・(2)のいずれかで「02.以前と変わった」

と回答した場合のみ 
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17.4

1.7

0.4

20.4

3.1
8.9

15.7

8.9

50.6

9.4

1.3 8.9

12.9

40.9

21.3

19.1

0 10 20 30 40 50 60

平成20年

平成１４年

（ふたたび全ての会社に） 

    問 １１ 貴社では、生後一年に満たない子どもを持つ

女性の正規社員に対して、特別な配慮がなされ

ていますか。次の中からあてはまるものをすべ

て選んでください。 

（ふたたび全ての会社に） 

    問 １２ 貴社では、育児休業法の今後についてどのよ

うに考えですか。 

01制度利用の推進を
図る必要があり、検討
の余地があると思う 

65件 (28.9%) 

その他 

特にない 

企業内託児施設がある 

残業をさせない 

勤務時間を短縮する 

（複数回答） 

（回答数＝225） 

％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

02制度利用の推進を
図る必要はあるが、困
難で改善できないと
思う 

62件 (27.6%) 
03今以上の検討をす
る必要はないと思う 

37件 (16.4%) 

無回答 
19件（8.4%） 

時差出勤を認める 

フレックスタイムを導入している 

育児時間制度を設けている 

04 すでに制度
は利用されてい
ると思う 
 22件 (9.8%) 

05その他 
 20件 (8.9%) 

§5 育児や介護に関する制度等 
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5.1

0.0

1.7

24.6

28.8

44.9

62.7

3.9

0.8

0.8

29.1

29.1

52.8

18.6

38.1

18.9

38.6

75.6

0 20 40 60 80

平成20年度

平成14年度

休業中の能力低下への訓練コスト 

その他 

わからない 

（複数回答） 

％ 

§5 育児や介護に関する制度等 

 
 
 
          ¶ 今後、育児休業法の利用促進をするために、特に大切だと思わ

れるものは何ですか。次の中から主なものを3つまで選んでく

ださい。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

休業中の代替要員の確保 

制度を利用しやすい雰囲気づくり 

休業中の賃金保障 

復職時の受け入れ体制 

代替要員の教育訓練 

利用者・非利用者の不公平感の是正 

  問 12-1 ※問 12 で「01 と 02」で制度利用の推進をはかる必要があ

ると回答した場合のみ 
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給与のほぼ全額を
支給する 
   11 件（10.3%） 

給与の一部を支給
する 
  18 件（16.8%） 

給与は支給しない 
 75 件（70.1%） 

その他 
   1 件（0.9%） 

無回答 
2 件（1.9%) 

    問 １３ 貴社では、介護休業制度を就業規則などで

規定していますか。 

01 介護休業法に準拠
した就業規則として定
めてある 
 ････88 件（39.1%） 

04 その他 
5 件（2.2%） 

無回答 
･･8 件（3.6%） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
              ¶ 介護休業期間中に給与の支給はありますか。（雇用保険から支給

される介護休業給付金は除く） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                   ¶ 貴社では、平成19年度に介護休業制度を利用した人はいました 
             か。 

 
 
 

 

  利用した人 

（１） 女性 0 人 

（２） 男性 0 人 

03 明文化は 
していない 
 ････105 件 
   （46.7%） 

  問 13-1 ※問 13 で「01、02 定めてある」と回答した場合のみ 

  問 13-2 ※問 13 で「01、02 定めてある」と回答した場合のみ 

§5 育児や介護に関する制度等 

02 就業規則や労働契
約、内規などで独自に
定めてある19件（8.4%） 

（回答数＝225） 

（回答数＝１０７） 
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01 制度利用の推進を図
る必要があり、検討の余
地があると思う 

60 件（26.7%） 

    問 １４ 貴社では、介護休業法の今後についてどのよ

うにお考えですか。 

§5 育児や介護に関する制度等 

3.9
3.4

0.0
1.7

3.9
3.4

25.5

22.2

22.5

34.2

29.4

29.1

45.1

53.0
39.2

46.2
69.6

79.5

0 20 40 60 80

平成20年度

平成14年度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

             ¶ 今後、介護休業法の利用推進をするために、特に大切だと思
われるものは何ですか。次の中から主なものを3つまで選ん

でください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

02 制度利用の推進を図
る必要はあるが、困難で
改善できないと思う 
57 件（25.3%） 

03 今以上の検討をす
る必要はないと思う 
45 件（20.0%） 

休業中の代替要員の確保 

制度を利用しやすい雰囲気作り 

休業中の賃金保障 

復職時の受け入れ体制 

代替要員の教育訓練 

利用者・非利用者の不公平感

の是正 

休業中の能力低下への 

訓練コスト 

その他 

わからない 

  問 14-1 ※問 14 で「01、02 制度利用の推進をはかる必要がある」

と回答した場合のみ 

（回答数＝225） 

04 すでに制度は利
用されていると思う 
 11 件（4.9%） 

05その他 15件（6.7%） 

無回答 37 件（16.4%） 

（複数回答） 

％ 
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    問 １５ 貴社では、従業員が学校行事や町内会行

事へ参加することに、どのように対応してい

ますか。 

18

122

1 0
6

61

6
11

0

20

40

60

80

100

120

140

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

積
極
的
に
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す
る
よ
う
に 

奨
励
し
て
い
る 

業
務
に
支
障
の
な
い
範
囲
で

認
め
て
い
る 

学
校
行
事
の
み
参
加
を 

認
め
て
い
る 

町
内
会
行
事
の
み
参
加
を 

認
め
て
い
る 

業
務
を
優
先
し
て
い
る 

自
分
の
休
暇
の
範
囲
内
で 

参
加
し
て
い
る 

そ
の
他 

無
回
答 

§5 育児や介護に関する制度等 

（回答数＝225） 件 
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34
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13

12

12 49

21

0 10 20 30 40 50

    問 １６ 貴社では、結婚・出産・育児・介護などで退職

した従業員が、その後再就職を希望した場合に

ついて、就業規則などで規定していますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    ¶ 貴社では、再就職雇用の制度を設けている理由は何ですか。次

の中から特に女性の再就職雇用に関して、主なものを 3つまで

選んでください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

01就業規則や労働契約、内規な
どに独自に定めてある 
 ････17 件（7.6%) 

02 慣習として行っている
が、明文化はされていな
い  ････44 件（19.6%）  

03 現在制度はないが、今
後、導入が決定されている 
    ････ 12件（5.3%） 

05 その他 
 ･･･１件（0.4%） 

無回答  
 ････21 件（9.3%） 

§６ 再就職制度 

（回答数＝225） 

  問 16-1 ※問 16 で「01 定めてある」もしくは「02 慣習として行っ 

ている」と回答した場合のみ 

04 現在制度はなく、今後
の制度化も未定である  
      130 件（57.8%） 

労働力不足に対応するため 

優秀な人材を確保するため 

女性従業員の定着率を向上させるため 

企業内の福祉の向上によって

勤労意欲を高めるため 

女性の勤労意欲が強いから 

企業のイメージアップになるから 

その他 

特にない 

コストダウンになる 

教育期間が短く、即戦力になる 

件 ※太字は今回調査に新たにくわえた項目 

（複数回答） 
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§6 再就職制度 

 
 
 

      ¶ 女性従業員の再就職後の配置（正規従業員・パートの別）はどう
なりますか。次の中から 1つだけ選んでください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        
 
 
 

年齢によって異なる 
      1 件（1.6%）  

その他 3件（4.9%） 

特に定めていない      
    5 件（8.2%） 

  問 16-2 ※問 16 で「01 定めてある」もしくは「02 慣習として行ってい

る」と回答した場合のみ 

正規従業員 
   5 件（8.2%） 

パート・アルバイト 
 3 件（4.9%）  

無回答 44 件（72.2%） 

（回答数＝61） 
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（ふたたび全ての会社に） 

    問 １７ 改正男女雇用機会均等法の施行以降、貴社

では雇用上の変化がありましたか。それぞれに

ついて、該当するものに○をつけてください。 

11.9 26.4

21.8

57.4

57.312.4 8.4

17.0 30.6

27.1

47.7

48.415.6 8.9

13.2 36.6

32.4

44.7

50.28.4 8.9

16.2 31.5

26.7

47.6

47.116.9 9.3

11.5 52.7

40.4

31.1

37.312.9 9.3

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

§７ 雇用機会均等法 

(1)女性を積極的に採用しよ

うとするようになった 

(2)従来に比べて女性の職域を拡

大し、配属させるようになった 

(3)女性を対象として教育訓

練を充実してきた 

(4)女性の昇進の機会を増やし、

登用を図るようになってきた 

(5)女性の管理職が増えた 

0  20  40  60  80  100 
％ 

0  20  40  60  80  100 
％ 

0  20  40  60  80  100 
％ 

0  20  40  60  80  100 
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年 
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年 
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％ 
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4.7 

20
年 

14
年 
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    問 １８ 女性（男性）パートタイマーがいる会社に伺い

ます。女性（男性）パートタイマーを必要とする理

由は何ですか。次の中からあてはまるものをす

べて選んでください。 

    問 １９ 女性（男性）派遣社員がいる会社に伺いま

す。女性（男性）派遣社員を必要とする理由は

何ですか。次の中からあてはまるものをすべて

選んでください。 

18.3

64.1

24.4

41.2

32.8

23.7

13.0

3.1

25.6

50.0
54.9

35.4 34.1
26.8
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70
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10.5
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005.0
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40.0

50.0

5.3 0

47.442.142.1

47.4

0

10

20
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40

50

60

女性

男性

 
 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

§８ 非正規従業員（パート 
タイマー・契約社員）と派遣 
社員の雇用状況 

人
件
費
が
割
安
と

な
る
た
め 

正
規
従
業
員
の

雇
用
を
抑
え
る

た
め 

欠
員
の
一
時
的
な

補
充
と
し
て 

弾
力
的
な
雇
用

が
可
能
な
た
め 

社
内
活
性
化
の 

た
め 

自
社
内
で
育
成
が

困
難
な
職
種
が
あ

る
た
め 

そ
の
他 

（複数回答） 

（複数回答） ％ 

％ 
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    問 ２０ 次のことがらのうち、「社として対応すべき問

題だ」と思われるのはどれでしょうか。あてはま

るものをすべて選んでください。 

34.2

25.8
24.0

30.7

19.1

29.3

0

28.9

22.723.623.1

17.8

28.5

19.618.318.3

14.0

23.0

15.3

18.3

26.0

18.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40
20年

14年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         ※「容姿・体型・年齢について話題にする」は、今回調査に新たに加えた項目 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

§９ セクシュアル・ハラスメント 
に関する貴社の状況 

％ 

（複数回答） 



-  - 29 

    問 ２１ 貴社では、セクシュアル・ハラスメントが社内

で話題になったことがありますか。 

 
 
 
（２０年：回答数＝２２５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１４年：回答数＝２３５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問題になり社内で対
応したことがある 
10 件 (4.3%) 

問題になったが
対応できなかっ
た 1 件  (0.4%) 

その他 
6 件（2.6%） 

社内で噂を聞い
たことがある 
21 件 (8.9%) 

§9 セクシュアル・ハラスメントに関する貴社の情況 

問題になったことも噂を
聞いたこともない 
167 件  (71.1%)  

無回答 
    30 件（12.8%） 

問題になり社内で対応
したことがある 
18 件（8.0%） 

問題になったが
対応できなかった 

2 件（0.9%） 

その他  
7 件（3.1%） 

社内で噂を聞いたこ
とがある 
19 件（8.4%） 

無回答  
 22 件（9.8%） 

問題になったことも噂を聞いたこ
ともない 
    157 件（69.8%) 
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    問 ２２ 貴社では、セクシュアル・ハラスメント防止に

向けて、現在実施している、もしくは今後の実施

を考えている取り組みがありますか。次のそれ

ぞれの項目であてはまるものを選んでください。 

13.6 7.2

9.3

62.6

45.820.9

16.6

24.0

15.3 6.8

9.8

60.0

50.216.0 24.0

17.9

14.0 11.1

12.9

57.0

46.716.9

17.9

23.6

11.1 9.8

12.4

61.3

44.919.6 23.1

17.9

27.2 16.6

14.7

40.4

30.232.4

15.7

22.7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2)パンフレット等資料を配布

し、周知する 

(5)常に職場での実態の把握

に努める 

(3)社員教員を行う (4)相談窓口をもうける 

％ 
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年 

100 
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年 

100 

％ 
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100 

100 

(1)社として指針を独自に定

める 

％ 
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年 

14
年 

％ 
0 20 40 60 80 

20
年 

14
年 

100 

§9 セクシュアル・ハラスメントに関する貴社の状況
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    問 ２３ 貴社では、パワーハラスメントが社内で話題

になったことがありますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問題になり社内で対
応したことがある 
12 件（5.3%） 

問題になったが対
応できなかった 

6 件（2.7%） 

その他 7 件（3.0%） 

社内で噂を聞いたこ
とがある 
26 件（11.6%） 

無回答 
  24 件（10.7%） 

§9 セクシュアル・ハラスメントに関する貴社の状況 

（回答数＝２２５） 

問題になったことも噂を
聞いたこともない 
150 件（66.7%） 
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男女平等参画についての自由意見 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
■職場における男女平等参画について、ご意見がありましたら自由にご記入下さい。 
 
 ・年齢の高い職場ですので、あまりご協力出来ません。申し訳ありません。 
 
 ・女性の多い職種のため、特に男女の違いなどが仕事上問題になる事はない。 
  同等に仕事ができ認められる事が大事であり、能力を引き出して仕事への意欲 
  を向上させる。自ら考えて提案、行動できなければ、男女は関係ないと考える。 
 
 ・職業上、同等に働く機会がないので、アンケートを求められても非常に答えに 
  くい。 
  ※就職（技術）希望者が女性の中に出た場合に対応したい。 
 
 ・男女平等といえども、そもそも、肉体的等にも平等はありえないし、社会構造 
  上無理である。役所はそうなのかもしれないが、民間でこれを行うと、社会的 
  に中・小・零細企業では無理である。それよりも、男女が別々、部所ごとに互 
  いに尊重しあえるような会社を目指す事で良いのではなかろうか・・・。 
 
 ・特に男性・女性の区別意識はない。ただ、パソコンや技術資格の点では困難で 
  ある女性の永年勤続者が圧倒的に多い（２０年～３５年）。 



-  - 
 

33 

    調査結果の要約 

 
 
 

 

１． 従業員の募集・採用 （§２） 

   平成 19年度に正規従業員の募集・採用を行ったのは回答事業所全体の 46.2％であった。 
   募集・採用を行ったと回答した事業所のうち、平成 11年度の男女雇用機会均等法の改正
を受けて、募集・採用方法について、「検討した」と回答した事業所は 72.1％であり、その
うち「変更した」とした事業所は 81.3％であった。 

 
 
２． 従業員の就労状況 （§３） 

   労働基準法の制限業務以外で女性をまったく配置していない仕事のある事業所は 47.6％
だった。 

   その職種別では「技能工・採掘・製造・建設作業及び労務作業」が 51.4％と高く、平成
14年調査（以下、前回とする）と比べ、7.6ポイント増加した。 

   それを除くほとんどの職種で、前回と比べ減少した。 
   法改正後、深夜業や時間外など女性を「配置している」事業所は 32.9％であり、前回よ
り 11.6 ポイント増加した。「配置していない」は 62.2％であり、その理由は「深夜業がな
い」が多かった。 

 
 
３． 従業員への期待度 （§３） 

   ①「いつまで働き続けてほしいと思いますか」の回答では、女性従業員については「定

年まで働いてほしい」が 59.1％と前回より 8.0 ポイント増加し、「結婚するまで」6.7％で
8.6ポイント、「出産するまで」10.7％で 6.7ポイントとそれぞれ減少した。 

   男性従業員については、「定年まで働いてほしい」が 52.0％と前回より 8.7ポイント減少
し、「体力が続く間は働いてほしい」が 17.8％で 6.3 ポイント、「技術・技能を必要として
いる間は働いてほしい」18.2％で 7.1ポイント増加していた。 

   ②期待している働きかたは、女性従業員は「専門職として技能を高める」42.7％、「基幹
社員として昇進・昇格する」26.7％、「補助的業務に従事する」21.8％の順に高く、前回と
同傾向の結果であった。 

   男性従業員に対しては「基幹社員として昇進・昇格する」48.4％で 4.8 ポイント減少し、
「専門職として技能を高める」44.9％で 3.7 ポイント増加している。「補助的業務に従事す
る」0.9％であった。 

   期待している働きかたの内容は、女性と男性では前回と同様に違いが見られた。 
 

§10 調査結果の要約 
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§10 調査結果の要約 

４． 従業員に期待する資質・能力 （§４） 

   「同僚との協調」「責任感」「正確な仕事」などでは、女性・男性とも重視しているが高

かった。 
   男性従業員に期待する資質・能力が女性に比べ高かったのは、「個性的な企画力」「対外

的に交渉する力」であり、女性では「雰囲気を明るくする性格」が高かった。 
   前回と比べて変化は見られなかった。 
 
 
５． 女性従業員の働く環境 （§４） 

    事業所として既に実施していることは、「設備を充実させる」114件、「女性従業員の意見・
要望を聴く制度」85 件、「妊娠・出産・育児・介護などで働きやすい社内制度の充実」73
件となっていた。 

    今後実施を考えているでは、「要望を聴く制度を設ける」「能力主義的な人事管理を徹底

する」「女性の管理職を増やす」が多かった。 
    「研修を実施する」「女性の管理職を増やす」「相談窓口を社内に設置する」「面接・選考

担当者に女性登用」は半数以上の事業所が今後も未定としていた。 
 
 

６． 育児や介護に関する制度等 （§５） 

   利用できる制度としては、女性・男性とも「健康診断」「有給休暇」が 90％以上の事業所
で定められていた。 

   一方、育児・介護休業制度の規定は、半数に満たないことがわかった。 
   生理休暇制度も前回に比べ 10ポイント減少していた。 
   企業内託児施設が前回と比べ減少していた。 
 

 
７． 育児休業制度 （§５） 

   法に基づく育児休業制度を「就業規則として定めてある」100件 44.5％、「就業規則や労
働契約、内規などに独自に定めてある」29件 12.9％で合わせて半数を超えていた。 

   育児休業制度のある事業所のうち「給与のほぼ全額を支給する」は 18件 14.0％だった。 
   平成 19年度に育児休業制度を利用した人は女性は 15人、男性は０人であった。 
   育児休業法の今後については、「制度利用の促進を図る必要がある」とした事業所は 127
件 56.5％で、利用促進するために特に大切だと思われることは、「休業中の代替要員の確保」
75.6％で前回と比べ 12.9ポイント増加し、「休業中の賃金保障」52.8％で 14.7ポイント増
加し、「制度を利用しやすい雰囲気づくり」38.6％で 6.3ポイント減少した。 

 
 
 



-  - 
 

35 

８．働く女性への配慮 （§５） 

  生後１年に満たない子どもを持つ女性の正規従業員に対する配慮では、「勤務時間を短縮す

る」19.1％10.2ポイント、「残業させない」21.3％5.6ポイント、「育児時間制度を設けている」
20.4％3.0ポイント、「時差出勤を認めている」12.9％4.0ポイントそれぞれ増えており、配慮
しているとした事業所が増えた。 

 
 
９．介護休業制度 （§５） 

法に基づく介護休業制度を「就業規則として定めてある」88 件 39.1％、「就業規則や労
働契約、内規などに独自に定めてある」19 件 8.4％で、合わせて約半数の事業所で定めが
あった。 
「明文化していない」事業所は 105件 46.7％であった。 
介護休業制度のある事業所のうち、「給与のほぼ全額を支給する」は 11 件 10.3％であっ
た。 
平成 19年度に介護休業制度を利用した人は、女性・男性とも０人であった。 
介護休業法の今後については、「制度利用の推進を図る必要がある」とした事業所は 117
件 52.0％だった。利用推進するために特に大切だと思われることは「休業中の代替要員の
確保」79.5％で前回と比べ 9.9ポイント、「休業中の賃金保障」53.0％7.9ポイント、「制度
を利用しやすい雰囲気づくり」46.2％7.0ポイントそれぞれ増加していた。 

 
 

１０．従業員が学校・町内会行事へ参加することへの対応 （§５） 

   従業員が学校・町内会行事へ参加することへの対応を聞いたところ、「業務に支障のない

範囲で認めている」122 件、「自分の休暇の範囲内で参加」61 件、「積極的に参加するよう
に奨励」18件となり、90％以上の事業所で参加を認めていると回答していた。 

 
 
１１．再就職制度 （§６） 

   結婚・出産・育児・介護などで退職した従業員が再就職を希望した場合の制度について

は、「慣習として行っているが明文化はされていない」44件 19.6％、「就業規則や労働契約、
内規など独自に定めてある」17件 7.6％、「現在制度はないが今後導入が決定されている」
12件 5.3％であった。 

   「定めてある」「慣例として行っている」の理由では、「優秀な人材確保するため」49件、
「教育期間が短かく、即戦力になる」34件とした事業所が多かった。 
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１２．男女雇用機会均等法への対応 （§７） 

   改正男女雇用機会均等法の施行以降における雇用上の変化については、「女性を対象とし

て教育訓練を実施してきた」とした事業所が 8.4％で前回の 13.2％より 4.8ポイント減少し
た。その他は前回と同様だった。 

 
 
１３．パートタイマーと派遣社員の雇用状況 （§８） 

   パートタイマーを必要とする理由については、女性・男性とも最も多かったのは「人件

費が割安となる」であり、女性では「１日のうち忙しい時間帯の対処」、男性では「季節的

繁忙への対処」とする理由が２番目に多かった。 
   派遣社員を必要とする理由は、女性・男性に差はなく、「人件費が割安となる」「正規従

業員の雇用を抑える」「欠員の一時的補充」「弾力的雇用が可能」が多かった。 
 

 

１４．セクシュアル・ハラスメントの周知と防止に向けた取り組みについて （§９） 

   「社として対応すべき問題だ」と思われることがらでは、すべての項目であてはまると

した事業所が多くなっていた。 
   セクシュアル・ハラスメントが社内で問題になったことがあるかとの問いでは、前回に

比べて「問題になり社内で対応した」とした事業所が 18件 8.0％であった。 
   「防止に向けての取り組み」については、「現在実施している」と回答した事業所がすべ

ての項目で増えており、「常に職場の実態把握に努める」32.4％、「社として指針を独自に定
めている」20.9％、「相談窓口をもうける」19.6％と前回に比べ 5.2ポイント、7.3ポイント、
8.5ポイントそれぞれ増えていた。 

   少しずつではあるがセクシュアル・ハラスメントについて、認識されてきていると考え

られる。 
 
 
１５．パワー・ハラスメントについて （§９） 

   パワー・ハラスメントが社内で話題になったことがあるかとの問いに、「問題になり社内

で対応した」12件 5.3％、「問題になったが対応できなかった」６件 2.7％、「社内で噂を聞
いたことがある」26件 11.6％、合わせて計 44件 19.6％であった。 

   「問題になったことも噂を聞いたこともない」とした事業所は 150件 66.7％であった。 
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男女平等参画に関する企業の意識調査 
 
本調査は、民間企業で働く女性の姿を把握するとともに、職場における男女平等参

画のあり方を展望することを目的として実施しております。 
 調査対象につきましては、釧路商工会議所のご協力を得て、市内に営業拠点のある

事業所すべてにお願いすることにいたしました。調査結果はすべて数字で統計的に処

理し、ご回答いただきました内容は調査目的以外には使用されませんので、個人ある

いは企業のお名前が出るなど、ご迷惑をおかけすることは一切ございません。 
 お忙しいところお手数ですが、ご協力くださいますようお願い申し上げます。 
 
平成２０年８月 
 

「くしろ男女平等参画プラン」推進懇話会 
 釧路市教育委員会生涯学習部生涯学習課 

 
 
■ご記入にあたってのお願い 
 
１．この調査票のご回答は、経営者（代表者）または人事・労務担当の方にお願い

いたします。 
２．この調査票は、釧路市を営業拠点にしている事業所を対象にしているものです。

したがって、他に本店・支店等がある場合でも、貴事業所の状況に限ってお答え

ください。 
３．平成２０年３月３１日現在を基準としてご回答ください。 
４．回答は、該当する項目を選び、その番号を○印で囲んでください。 
回答が「その他」にあてはまる場合には、お手数ですが、（ ）内に具体的にそ

の内容をお書きください。 
５．ご記入いただいた調査票は、同封の返信用封筒に入れ、９月１日（月）までに

投函してください。 
６．この調査に関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。 

 
 

〒085－0016 釧路市錦町２丁目４番地 
釧路フィッシャーマンズワーフＭＯＯ４階 
釧路市教育委員会生涯学習部生涯学習課 
TEL３１－４５７９ FAX２２－９０９６ 



（１）業　　種 問１ 貴社では、平成１９年度に正規従業員の募集・採用を行いましたか。

01 建設業 06 金融・保険業 01 02

02 製造業 07 不動産業

03 運輸・通信業 08 サービス業 （問１で「01行った」と回答した場合のみ）

04 電気・ガス・熱供給・水道業 09 その他（ ） 問１-１ 平成１１年度に男女雇用機会均等法の改正（※）がありました。これを受けて貴社

05 卸売・小売業・飲食店 では、募集・採用方法について検討されましたか。

※医療関係はサービス業に含む ※　例えば「募集及び採用に係る女性労働者に対する差別の禁止」など

01 02

（２）労働組合の有無

01 　ある 02 　ない （問１-１で「01検討した」と回答した （問１-１で「02検討しなかった」と回答

　場合） 　した場合）

（３）従業員数等 問１-２ 募集・採用方法を変更しまし 問１-４ その後、募集・採用方法を変

　　 ※市内の営業拠点のみ たか。 更しましたか。

01 　変更した 02 01 　変更した 02

　①従業員数（役職者含む）

　②役職者数 （問１-２で「02変更しなかった」と回答 （問１-４で「02変更しなかった」と回答

部長相当以上 　した場合） 　した場合）

課長相当 問１-３ 今後、変更する予定はありま 問１-５ 今後、変更する予定はありま

係長相当 すか。 すか。

01 　ある 02 　ない 01 　ある 02 　ない

　③正規従業員の勤続年数

01 02

01 02 （ふたたびすべての会社に）

　④正規従業員の年代別人数 問２　貴社では、女性をまったく配置していない仕事がありますか。

01 02 03 ＊ただし、労働基準法の就業制限業務以外（例えば、鉛・水銀など有害物のガス、蒸気又は粉じんが発散

04 05 06 　する場所における業務など）

01 　ある（理由 ）

01 02 03 02 　ない

04 05 06

（問２で「01ある」と回答した場合のみ）

問２－１ その職種は何ですか。次の中からあてはまるものすべてを選んでください。

01 専門・技術 05 サービス

02 管理 06 保安

03 事務 07 技能工・採掘・製造・建設作業及び労務作業

04 販売 08 その他（ ）

- 1 -

　変更しなかった 　変更しなかった

【３．貴社の従業員の就労状況について伺います】

- 2 -

男性
～19歳（　　　人） 20～29歳（　　　人）

１５年以上（　　　　人）

～19歳（　　　人）

【２．貴社の従業員の募集・採用の状況について伺います】

　行った

　検討した 　検討しなかった

　行わなかった

【１．貴社の概要について伺います】

30～39歳（　　　人）

40～49歳（　　　人） 50～59歳（　　　人） 60歳以上（　　　人）

40～49歳（　　　人） 50～59歳（　　　人） 60歳以上（　　　人）
女性

１５年以上（　　　　人）

20～29歳（　　　人） 30～39歳（　　　人）

女性

男性

５年未満（　　　　人）

５年未満（　　　　人）

人 人

人 人

人 人

人 人

男性

人 人

人 人

人 人

人 人

‐

　
‐

Ａ　正規従業員数 Ｂ　ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ・嘱託・派遣職員等

人 人 人 人

女性 男性 女性



（ふたたびすべての会社に）

問２－２ 平成１１年度から労働基準法が改正され、深夜業や時間外など女性に関する規制

　が解消されました。貴社では、これを受けて、深夜業など女性を配置していなかった 問７　貴社では、従業員に対してどのような資質や能力を期待していますか。女性と男性そ

　職種や職場へ女性を配置していますか。 れぞれ各項目ごとにあてはまるもの（01.重視している、02.どちらともいえない、

01 　配置している 03.あまり重視していない）を１つずつ選んで○をつけてください。

02 　配置していない（理由 ）

　○女性に期待する資質・能力

（問２－２で「02配置していない」と回答した場合のみ） （１）同僚と協調できる資質

問２－３ 今後、深夜業や時間外など女性を配置していなかった職種や職場へ女性を配置す （２）一人でやり遂げる責任感

　る予定はありますか。 （３）個性的な企画力

01 02 （４）正確な仕事をする力

（５）対外的に交渉できる力

（ふたたびすべての会社に） （６）上司とうまくつきあう資質

問３　貴社では、女性従業員にいつまで働き続けてほしいと思いますか。貴社の考えに最も （７）力仕事をする体力

　 近いものを次の中から１つだけ選んでください。 （８）雰囲気を明るくする性格

01 　定年まで働いてほしい

02 　結婚するまで働いてほしい

03 　出産するまで働いてほしい 　○男性に期待する資質・能力

04 　結婚・出産により退職後、育児が一段落してから再び働いてほしい （１）同僚と協調できる資質

05 　その他（ ） （２）一人でやり遂げる責任感

（３）個性的な企画力

問４　貴社では、女性従業員にどのように働くことを期待していますか。最も期待している （４）正確な仕事をする力

働き方を次の中から１つだけ選んでください。 （５）対外的に交渉できる力

01 　基幹社員として昇進・昇格する 03 　補助的業務に従事する （６）上司とうまくつきあう資質

02 　専門職として技能を高める 04 　その他（ ） （７）力仕事をする体力

（８）雰囲気を明るくする性格

問５　貴社では、男性従業員にいつまで働き続けてほしいと思いますか。貴社の考えに最も

　 近いものを次の中から１つだけ選んでください。

01 　定年まで働いてほしい

02 　体力が続く間は働いてほしい

03 　技術・技能を必要としている間は働いてほしい

04 　定年後、再び働いてほしい

05 　その他（ ）

問６　貴社では、男性従業員にどのように働くことを期待していますか。最も期待している

働き方を次の中から１つだけ選んでください。

01 　基幹社員として昇進・昇格する 03 　補助的業務に従事する

02 　専門職として技能を高める 04 　その他（ ）

‐

　
‐

　予定がある 　予定はない

【４．貴社が、従業員に期待する資質・能力について伺います】

どちらともい
えない

あまり重視し
ていない

重視している

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

どちらともい
えない

あまり重視し
ていない

重視している

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

- 3 - - 4 -

01 02 03

01 02 03



問８　女性従業員が働く環境について伺います。次の事柄の実施状況について、貴社では 問９－２　貴社において、男性従業員が利用できる制度は何ですか。次のなかからあては

　　どのようになっていますか。あてはまるもの（01.現在実施している、02.今後実施を 　まるものをすべて選んでください。

　　考えている、03.今後も未定である）を１つずつ選んでください。 01 　健康診断 05 　介護休業制度

02 　有給休暇制度 06 　企業内託児施設

03 　育児時間制度 07 　その他（ ）

（１）女性従業員を積極的に育成するための 04 　育児休業制度 08 　利用できる制度はない

研修を実施する

（２）女性用のトイレ・休憩室・更衣室など 問１０　貴社では、育児休業制度を就業規則などで規定していますか。

の設備を充実させる 01 　育児休業法に準拠した就業規則として定めてある

（３）能力主義的な人事管理を徹底する 02 　就業規則や労働契約、内規などに独自に定めてある

03 　明文化はしていない

（４）女性従業員の意見や要望を聴く制度を 04 　その他（ ）

設ける

（５）女性の管理職を増やす （問１０で「01、02定めてある」と回答した場合のみ）

問１０－１　育児休業期間中に給与の支給はありますか（雇用保険から支給される育児休

（６）妊娠・出産・育児・介護などでも働き 　業給付金は除く）。

やすいような社内制度を充実させる 01 　給与のほぼ全額を支給する 03 　給与は支給しない

（７）女性従業員が相談するための窓口を社 02 　給与の一部を支給する 04 　その他（ ）

内に設置する

（８）採用時の面接・選考担当者に女性を登 （問１０で「01、02定めてある」と回答した場合のみ）

用する 問１０－２　貴社では、平成１９年度に育児休業を取得（利用）した人はいましたか。

（９）その他 　いた場合は（　）内にその総数を、またその内訳についても期間ごとに人数をご

　（右欄に自由にお書きください） 　記入ください。

（１）女性 01 　いる（総数： 人） 02 　いない

①～３ヶ月（　　　　人）　　　②３ヶ月以上６ヶ月未満（　　　　人）

③６ヶ月以上１年未満（　　　　人）④１年以上（　　　　人）

（２）男性 01 　いる（総数： 人） 02 　いない

問９－１　貴社において、女性従業員が利用できる制度は何ですか。次のなかからあては ①～３ヶ月（　　　　人）　　　②３ヶ月以上６ヶ月未満（　　　　人）

　まるものをすべて選んでください。 ③６ヶ月以上１年未満（　　　　人）④１年以上（　　　　人）

01 　健康診断 08 　育児時間制度

02 　有給休暇制度 09 　育児休業制度 （問１０－２の（１）、（２）いずれかで「01いる」と回答した場合のみ）

03 　生理休暇制度 10 　介護休業制度 問１０－３　復職後の配置は同じでしたか。変わりましたか。

04 　産前・産後休暇制度 11 　企業内託児施設 （１）女性 01 　現職に復帰（　　　人） 02 　以前と変わった（　　　人）

05 　妊娠中の通院休暇制度 12 　その他（ ） （２）男性 01 　現職に復帰（　　　人） 02 　以前と変わった（　　　人）

06 　妊娠中の通勤緩和措置 13 　利用できる制度はない

07 　妊娠障害のある場合の休暇制度 （問１０－３の（１）、（２）いずれかで「02以前と変わった」と回答した場合のみ）

問１０－４　復職後の配置の変更はどのように決めましたか。

01 　本人の希望を配慮して会社が決定 03 　その他（ ）

02 　会社の都合により決定

‐

 
‐

02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

01 02 03

実施中 今後実施 未定

01 02 03

01 02 03

01
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（ふたたびすべての会社に） （問１３で「01、02定めてある」と回答した場合のみ）

問１１　貴社では、生後一年に満たない子どもを持つ女性の正規社員に対して、特別な配慮 問１３－２　貴社では、平成１９年度に介護休業制度を利用した人はいましたか。いた場

がなされていますか。次の中からあてはまるものをすべて選んでください。 合は、（　　）内にその総数を、またその内訳として期間ごとの人数をご記入くださ

01 　勤務時間を短縮する 05 　育児時間制度を設けている い。

02 　残業をさせない 06 　企業内託児施設がある （１）女性 01 　いる（総数： 人） 02 　いない

03 　時差出勤を認める 07 　その他（ ） ①～１ヶ月（　　　　人）　　　　②～２ヶ月（　　　　人）

04 　フレックスタイムを導入している 08 　特にない ③～３ヶ月（　　　　人）

（２）男性 01 　いる（総数： 人） 02 　いない

問１２　貴社では、育児休業法の今後についてどのようにお考えですか。次の中から１つだ ①～１ヶ月（　　　　人）　　　　②～２ヶ月（　　　　人）

け選んでください。 ③～３ヶ月（　　　　人）

01 　制度利用の推進を図る必要があり、検討の余地があると思う

02 　制度利用の推進を図る必要はあるが、困難で改善できないと思う （問１３－２の（１）、（２）いずれかで「01いる」と回答した場合のみ）

03 　今以上の検討をする必要はないと思う 問１３－３　復職後の配置は同じでしたか。変わりましたか。

04 　すでに制度は利用されていると思う （１）女性 01 　現職に復帰（　　　人） 02 　以前と変わった（　　　人）

05 　その他（ ） （２）男性 01 　現職に復帰（　　　人） 02 　以前と変わった（　　　人）

（問１２で「01、02制度利用の推進をはかる必要がある」と回答した場合のみ） （問１３－３の（１）、（２）いずれかで「02以前と変わった」と回答した場合のみ）

問１２－１　今後、育児休業法の利用推進をするために、特に大切だと思われるものは何で 問１３－４　復職後の配置の変更はどのように決めましたか。

すか。次の中から主なものを３つまで選んでください。 01 　本人の希望を配慮して会社が決定 03 　その他（ ）

01 　休業中の代替要員の確保 06 　利用者・非利用者の不公平感の是正 02 　会社の都合により決定

02 　制度を利用しやすい雰囲気づくり 07 　休業中の能力低下への訓練コスト

03 　休業中の賃金保障 08 　その他（ ） 問１４　貴社では、介護休業法の今後についてどのようにお考えですか。次の中から１つ

04 　復職時の受け入れ体制 09 　わからない だけ選んでください。

05 　代替要員の教育訓練 01 　制度利用の推進を図る必要があり、検討の余地があると思う

02 　制度利用の推進を図る必要はあるが、困難で改善できないと思う

（ふたたびすべての会社に） 03 　今以上の検討をする必要はないと思う

問１３　貴社では、介護休業制度を就業規則などで規定していますか。 04 　すでに制度は利用されていると思う

01 　介護休業法に準拠した就業規則として定めてある 05 　その他（ ）

02 　就業規則や労働契約、内規などに独自に定めてある

03 　明文化はしていない （問１４で「01、02制度利用の推進をはかる必要がある」と回答した場合のみ）

04 　その他（ 問１４－１　今後、介護休業法の利用推進をするために、特に大切だと思われるものは何

ですか。次の中から主なものを３つまで選んでください。

（問１３で「01、02定めてある」と回答した場合のみ） 01 　休業中の代替要員の確保 06 　利用者・非利用者の不公平感の是正

問１３－１　介護休業期間中に給与の支給はありますか（雇用保険から支給される介護休業 02 　制度を利用しやすい雰囲気づくり 07 　休業中の能力低下への訓練コスト

給付金は除く）。 03 　休業中の賃金保障 08 　その他（ ）

01 　給与のほぼ全額を支給する 03 　給与は支給しない 04 　復職時の受け入れ体制 09 　わからない

02 　給与の一部を支給する 04 　その他（ ） 05 　代替要員の教育訓練

- 8 -- 7 -

‐

 
‐



問１５　貴社では、従業員が学校行事や町内会行事へ参加することに、どのように対応して （問１６で「01定めてある」もしくは「02慣習として行っている」と回答した場合のみ）

　　いますか。 問１６－２　女性従業員の再就職後の配置（正規従業員・パートの別）はどうなりますか。

01 　積極的に参加するように奨励している 次の中から１つだけ選んでください。

02 　業務に支障のない範囲で認めている 01 　正規従業員 04 　その他（ ）

03 　学校行事のみ参加を認めている 02 　パート・アルバイト 05 　特に定めていない

04 　町内会行事のみ参加を認めている 03 　年齢によって異なる

05 　業務を優先している

06 　自分の休暇の範囲内で参加している

07 　その他（ ） （ふたたびすべての会社に）

問１７　改正男女雇用機会均等法の施行以降、貴社では雇用上の変化がありましたか。それ

　　ぞれについて、該当するものに○をつけてください。

問１６　貴社では、結婚・出産・育児・介護などで退職した従業員が、その後再就職を希望し

　　た場合について、就業規則などで規定していますか。次の中から１つだけ選んでくださ （１）女性を積極的に採用しようとする 　01　はい 　02　いいえ 　03どちらともいえない

　　い。 ようになった

01 　就業規則や労働契約、内規などに独自に定めてある （２）従来に比べて女性の職域を拡大し、　01　はい 　02　いいえ 　03どちらともいえない

02 　慣習として行っているが、明文化はされていない 配属させるようになった

03 　現在制度はないが、今後、導入が決定されている （３）女性を対象として教育訓練を充実 　01　はい 　02　いいえ 　03どちらともいえない

04 　現在制度はなく、今後の制度化も未定である してきた

05 　その他（ ） （４）女性の昇進の機会を増やし、登用 　01　はい 　02　いいえ 　03どちらともいえない

を図るようになってきた

（問１６で「01定めてある」もしくは「02慣習として行っている」と回答した場合のみ） （５）女性の管理職が増えた 　01　はい 　02　いいえ 　03どちらともいえない

問１６－１　貴社では、再就職雇用の制度を設けている理由は何ですか。次の中から特に

女性の再就職雇用に関して、主なものを３つまで選んでください。

01 　労働力不足に対応するため

02 　優秀な人材を確保するため

03 　女性従業員の定着率を向上させるため

04 　企業内の福祉の向上によって勤労意欲を高めるため 問１８　女性パートタイマーがいる会社に伺います。女性パートタイマーを必要とする理由

05 　女性の勤労意欲が強いから 　　は何ですか。次の中からあてはまるものをすべて選んでください。

06 　企業のイメージアップになるから 01 　人件費が割安となるため

07 　教育期間が短く、即戦力になる 02 　季節的繁忙への対処のため

08 　コストダウンになる 03 　１日のうちの忙しい時間帯への対処のため

09 　その他（ ） 04 　正規従業員の採用が困難なため

10 　特にない 05 　技能のいらない仕事があるため

06 　技能を必要とする仕事があるため

07 　主婦としての経験が生かせるため

08 　その他（ ）

‐

 
‐

【６．再就職制度について伺います】

【７．雇用機会均等法について伺います】

【８．貴社の非正規従業員（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ、契約社員）と派遣社員の雇用状況について伺います】
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問１８－１　男性パートタイマーがいる会社に伺います。男性パートタイマーを必要とする 問２１　貴社では、セクシュアル・ハラスメントが社内で話題になったことがありますか。

　　理由は何ですか。次の中からあてはまるものをすべて選んでください。 01 　問題になり社内で対応したことがある

01 　人件費が割安となるため 02 　問題になったが対応できなかった

02 　季節的繁忙への対処のため 03 　社内で噂を聞いたことがある

03 　１日のうちの忙しい時間帯への対処のため 04 　問題になったことも噂を聞いたこともない

04 　正規従業員の採用が困難なため 05 　その他（ ）

05 　技能のいらない仕事があるため

06 　技能を必要とする仕事があるため 問２２　貴社では、セクシュアル・ハラスメント防止に向けて、現在実施している、もしくは

07 　その他（ ） 　　今後の実施を考えている取り組みがありますか。次のそれぞれの項目で、あてはまる

　　もの（01．現在実施している、02．今後実施を考えている、03．今後も未定である）

問１９　女性派遣社員がいる会社に伺います。女性派遣社員を必要とする理由は何ですか。 　　を選んでください。

　　次の中からあてはまるものをすべて選んでください。

01 　人件費が割安となるため 05 　社内活性化のため 01 　社として指針を独自に定める

02 　正規従業員の雇用を抑えるため 06 　自社内で育成が困難な職種があるため 02 　パンフレット等資料を配布し、周知する

03 　欠員の一時的な補充として 07 　その他（ ） 03 　社員教育を行う

04 　弾力的な雇用が可能なため 04 　相談窓口をもうける

05 　常に職場での実態の把握に努める

問１９－１　男性派遣社員がいる会社に伺います。男性派遣社員を必要とする理由は何で 06 　その他（ ）

　　すか。次の中からあてはまるものをすべて選んでください。

01 　人件費が割安となるため 05 　社内活性化のため 問２３　貴社では、パワー・ハラスメントが社内で話題になったことがありますか。

02 　正規従業員の雇用を抑えるため 06 　自社内で育成が困難な職種があるため 01 　問題になり社内で対応したことがある

03 　欠員の一時的な補充として 07 　その他（ ） 02 　問題になったが対応できなかった

04 　弾力的な雇用が可能なため 03 　社内で噂を聞いたことがある

04 　問題になったことも噂を聞いたこともない

05 　その他（ ）

問２０　次のことがらのうち、「社として対応すべき問題だ」と思われるのはどれでしょう ■　職場における男女平等参画について、ご意見がありましたら自由にご記入ください

　　か。あてはまるものをすべて選んでください。

01 　女性社員がお茶くみをしようとするので任せてある

02 　男性社員が机の前にヌード写真を貼ってある

03 　特定の人の交際相手について悪い噂が社内に広がった

04 　女性社員の服装等について毎日論評する

05 　利害関係のある上司が部下をデートに誘った

06 　日常的にプライベートな話題を出す

07 　飲み会では女性社員が酌をするのが通例になっている

08 　結婚後も女性が働き続けようとすることに苦言を呈する

09 　女性には責任の重い仕事を任せるべきではないという意見が根強い

10 　女性社員を「女の子」「おばさん」と呼ぶ

11 　容姿・体型・年齢について話題にする

‐

 
‐

01 02 03

実施中 今後実施 未定

01 02 03

01 02 03

01 02 03
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ご協力ありがとうございました

【９．セクシュアル・ハラスメントに関して貴社の状況について伺います】

　セクシュアル・ハラスメントには、
　女性を一人前の人格として認めな
　い態度、年齢やライフスタイルへ
　のいやがらせ、そして動作行為に
　よるいやがらせなどがあります。

　パワー・ハラスメントとは、職場
　の上司など権限を持つ者が、立場
　の弱い部下などに対して、力にも
　のを言わせて無理難題を強要した
　り私生活へ介入したり、ときには
　人権の侵害にあたるような嫌がら
　せを繰り返し行うことを言います。
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